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あらまし

　ネットワーク上への個人データ流出では、伝
統的な司法手続による救済はデジタル情報の即
時流通性との間のタイムラグにより、訴訟手続
中に流出した個人データの２次流出により、そ
の機能を十分に果たしえなくなることが考えら
れる。筆者はこれまでの研究において個人デー
タのネットワーク上への流出直後から司法手続
が終結するまでの間の２次侵害発生を防止し、
司法手続を補完する制度が必要であるとの観点
から電子的自力救済型個人データ保護制度の設
計を試みてきた。
　本稿では電子的自力救済型個人データ保護制
度の設計のうち、特に制度運営のための費用負
担のあり方について、税方式、補償金方式、保険
金方式、補助金等について、そのメリットとデメ
リット、及び導入に際しての現状における課題
について検討し、電子的自力救済型個人データ
保護制度の財源制度のあり方として私的録音録
画補償金型の情報通信機器への価格転嫁型一括
収受形式の補償金方式として設計するのが現実
的であるとの方向性を得た。今後は、PCや携帯
電話のような情報通信端末を利用しない層の個
人データの流出における救済の実効性が問題と
なることが予想される。この問題に対応するた
めには、単一の財源に頼るよりも総合的な財源
調達システムを検討することが必要である。

１．はじめに

　ネットワーク上に個人データが流出した場合
の救済手法について、伝統的な司法手続は、国家
による強制力が担保されたフォーマルな手続で
ある。反面、司法手続は性格上手続終結に長時間
を要する。故に、デジタル情報の即時流通性との
間のタイムラグにより、訴訟手続係属中に流出
した個人データが２次流出することが懸念され
る。それ故、司法手続は、今後、当該被害の救済
について、その機能を十分に果たしえなくなる
虞がある。この問題への対応として、筆者は個人
データの2次流出による被害発生を防止する観点
から自動実行型代替的紛争処理（“Alternative
Dispute Resolution”，以下ADR）機能を有する電
子的自力救済型個人データ保護制度の設計を試
みてきた1,2。このうち、本稿では、特に制度運営
のための制度参加者の費用負担のあり方につき
検討する。
　

２．電子的自力救済型個人データ保護制度
の概要

　本章ではまず、検討の前提として本研究で制
度設計の対象となる電子的自力救済型個人デー
タ保護制度について概説する。
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２.１　制度設計の必要性

近時の個人データ流出では、(1)流出データ量の多
量化、(2)流出データ内容の詳細化、(3)流出データ
に対する外部アクセスの増加、(4)ネットワーク経
由の外部攻撃による流出の増加傾向が見られる。
また、仕事を自宅に持ち帰る労働者が増加し、労
働者の公私の区別がなくなってきた。そのため、
私有PCに業務データを保存し、当該PCにWinny
のようなファイル交換ソフトを導入していたと
ころ、当該PCがウィルス感染し、ネット上に個
人データが流出する事例は官民問わず、頻発し
ている。ネットワーク上への個人データ流出は
もはや他人事ではなく、いつ自分の身に振りか
かってもおかしくない身近な問題となっている。
ネットワーク上に個人データが流出した場合、
被害者への民事法的救済は、民法等既存の法体
系下でなされる。ところが、現在のオフライン型
の司法手続は、そのスピードの面で上記トラブ
ルの救済には対応できない。
　まず、プライバシー権生成以来の伝統的な民
事法的救済手法である不法行為構成では、訴訟
手続による不法行為に基づく損害賠償請求債権
の確定と執行の２段階の手続を経なければ、法
的救済手続が完了しない。司法手続は国家の強

制力が担保されるのが最大の特徴である。それ
故、司法手続では慎重な審理が要求され、宿命と
して紛争解決に一定時間を要する。民事事件第
一審の平均審理期間は2004年現在8.2ヶ月である3。
少額訴訟手続のように比較的早期に手続を終結
しうる制度も存在するが、証拠の面でネット
ワーク上への個人データ流出には使いづらい限
界がある。訴訟の迅速化については、他に裁判の
迅速化に関する法律（平成15年７月16日法律第
107号）で国、裁判所、日弁連、当事者の責務が
定められ、刑事裁判でも2006年10月より即決裁
判手続（刑事訴訟法350条の８）が導入された。
また、オンライン申立やeサポート裁判所構想の
ように情報技術を司法制度に取込む研究や取組
も進められている。しかし、ネットワーク上の情
報伝送速度はこれらの制度や取組4をも超越する。
　ネットワーク上に流出した個人データの回収
は、「人海戦術」の側面が強く、現状では、事業
者の自主的な被害拡大防止措置が個人データの
２次流出リスクを劇的に緩和するには至らない。
故に被害者は最初の侵害に対して勝訴判決を得
ても本当の救済を得たと感じることはできない。
このことは事業者側の自主的被害拡大防止措置
が個人データ流出による各種リスクの緩和にな
らないという問題を生み出す。
　一方、契約構成5では、データ主体による同意

図１・わが国の個人情報保護関連各制度の時系列別・部門別分類
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の有無の一点が要件となる。故に、不法行為構成
で必要な(1)私生活性、(2)秘匿性、(3)非公知性の３
要件は不要となる。契約構成の要件面の特性は、
不法行為構成に比べ、早期解決の面で優位性と
なる。しかし、個人データ流出問題を消費者問題
の一つと考えた場合、契約構成にも問題は残る。
事業者―消費者間の交渉力格差問題の存在と契
約制度の効力が相対的である点である。故に、契
約関係外の第三者による侵害には結局、不法行
為構成に拠り、全体の解決の迅速性という利点
が縮減する。以上から契約構成も解決の即時性
の観点からは決定的な解決手法とはならない。
　以上、現行司法制度のみでは、デジタル情報流
通の即時性に対応できない。その他の個人情報
保護関連制度は、各制度間の強制力と各制度が
サポートする時間帯の両面で総合的連携が薄い。
故に、デジタル情報の即時性に対して司法制度
が抱える本質的限界を補完するに至っていない
（図１）。今日、データ主体たる消費者には自ら積
極的に行動を起こし、眼前のトラブルを主体的
に解決する自立的消費者（データ主体）像が求め
られている。しかし、現状を放置すれば、被害者
は司法手続による救済はおろかADRによる救済
すら安心して受けることができず、自立的デー
タ主体像の理想も画餅に帰す。データ流出をプ
ライバシー侵害に発展させないブリッジ的役割
を担う新たな救済システムを導入し、制度間の
タイムラグを解消する必要がある。

２.２　電子的自力救済型個人データ保護
制度案の概要

　上記ブリッジ機能を果たす制度の設計には(1)
ネットワーク上での自動実行可能性、(2)個人デー
タの譲渡可能性への配慮、(3)現行制度との整合性
への留意が必要である。以上を満たす手法とし
て筆者はライセンス制度の保護手法を転用した
流出データへのアクセス自動停止型アプローチ
を主張してきた。プライバシー問題自体は著作
権取引契約の外部問題6であり、ライセンス型制
度の導入には賛否が分かれる。しかし、現行司法

制度の持つデジタル情報の即時性への限界を補
完し、個人データ流出時の被害拡散防止に初動
的に対応する手法としてはライセンス型制度が
最も現実的である。また、著作権保護分野で問題
となっている情報の大量複製可能性、非劣化性、
即時流通性等の性質は、個人データ流出問題に
も共通する。他にもライセンス型制度では、契約
構成での限界点であった契約関係外の第三者へ
の実効性や手続の自動化によるデータ主体間同
士の経済格差縮小に対応できる点が優位である。
　現行個人情報保護法にもあるように個人デー
タ保護制度の設計では個人情報の有用性、つま
り譲渡可能性への配慮が不可欠である。この点、
ライセンス型制度は、個人データの譲渡制限を
最小限に抑えた制度が設計できる。著作権保護
分野では、管理団体による権利集中処理が広く
されているが、過度の集中処理は権利の一人歩
きを招く7。個人データに関しても集中処理の独
占による人格権への影響を防止するため、(1)デー
タ主体の交渉力確保、(2)アウトサイダー事業者へ
の対応策、(3)ライセンス処理手続の自律性を考慮
すべきである。
　ところで、無数のサイトが存在するネット
ワーク上ではデータ主体本人の情報管理レベル
の維持が重要である。また、正当なアクセス権限
を持つ事業者のデータ処理に電子的自力救済が
誤って適用されると、正当なアクセス権を持つ
者の権利が害される。そこで、実際に電子的自力
救済を運用するためには、(1)データ主体―事業者
間の契約交渉をサポートする代理機能、(2)収集済
個人データの現状管理機能、(3)電子的自力救済の
実行状況のチェック機能を持つ第三者機関を設
置し、データ主体、事業者両方の権利が害されな
いように監視し、万一当事者の権利が害された
場合に、速やかな救済を図る必要がある。
　(1)の交渉代理機能については、一部のサイ
バーADRにおける自動交渉サービス8が存在す
る。また、プライバシー情報管理システムの中に
は、事前登録されたデータ主体側のプライバ
シー開示ポリシーと事業者側のプライバシー・
ポリシーの照合によるライセンス条件の自動生
成システムを搭載するものがある9。これらと電
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子代理人を用いて契約内容をチェックすること
もできるが、迅速な権利処理、及び事業者側の情
報管理コストの面からはライセンス条件は定型
化されている方が簡便である。以上と(2)収集済
個人データの現状管理とデータ主体への報告機
能、(3)電子的自力救済の実行状況に関するチェッ
ク機能を総合すれば、制度設計として個人デー
タの流通状況と電子的自力救済の実行状況を同
時に管理する個人データ流通管理機構を設計す
るプランが浮上する。
【制度設計】
①　裁判所の監督下に法律に根拠を持つ公的個

人データ流通管理機関（以下、「機関」）を設
置する。機関の委員会は事業者のプライバ
シー・ポリシーの動向を監視し、電子的自力
救済の利用に関する統一契約フォームを策
定する。

②　個人データは機関が策定した電子的自力救
済の利用に関する統一契約フォームにデー
タ主体、データ収集者が同意し、統一契約
フォームを逸脱していない旨の機関による
契約内容の認証とデータ主体の認証がある
場合に限り、データ収集者はそれを記録で
きる。データ収集者はインターネット上で
のサービス提供に当たって電子的自力救済
に関する契約条件をデータ主体に放棄させ
ることはできない。

③　個人データを保持するデータ管理者は、機
関に対して、個人データを保持しているこ

とについて開示しなければならない。機関
によるプライバシー侵害を防止するため、(1)
実データ自体は登録せず、個人データ管理
者名とデータ主体の ID 番号のみを登録す
る、あるいは、(2)個人データの仮名登録と流
通記録との分別保存を義務付ける。

④　個人データの第三者への流通は、上記②、③
の要件を満たした上で、更に当該データ流
通の概要と譲受者に関して譲渡事業者の最
高経営責任者が認証した裏書を必要とし、
これらを欠くデータに無権限の第三者がア
クセスした場合、データは破壊される。（電
子的自力救済の発動）

⑤　電子的自力救済が実行された場合、データ
パケット内蔵のプログラムにより自動的に
機関へ通知される。（図２）

⑥　機関は、相談窓口を設置し、データ主体から
の相談や不正な電子的自力救済が行われた
旨当事者が不服申立てを行った場合、デー
タ管理者が開示した個人データの流通記録
を参考に、調査部門が調査及び回答を行う。

⑦　データ主体は、機関に対して自己の個人
データの所在を何時でも検索・照会を行う
ことができる。

⑧　電子的自力救済が誤って実行された場合等
にデータ主体や事業者に生じた被害の救済
を迅速かつ効率的に行う事を目的とする補
償金制度を創設する。⑥における調査の結
果、電子的自力救済の誤発動による損害の

図２・データ流通管理機関を核にした電子的自力救済型個人データ保護制度
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図３・電子的自力救済誤発動時のADR型救済制度

発生が認められた場合は、機関は当事者に
対して補償金を支払う。

⑨　機関は、⑥～⑧の手続に関し、その実施状況
を定期的に裁判所に報告する。裁判所は報
告に対して意見を述べることができる。ま
た、機関の行った措置に不服のある場合は、
司法手続による救済を受けることができる。

⑩　⑧の原資を含めた電子的自力救済制度の財
源は事業者、データ主体から事前徴収する。
（図３）

　上記制度の実施主体像については、以下の類
型が考えられる。まず、実施機関が（電子的）自
力救済という現行司法制度で認められていない
強力な手法を扱う関係から司法機関との緊密な
連携を重視する考え方である。本稿では現時点
では電子商取引等、電子ネットワーク上で直接、
消費者から事業者に個人データを提供するケー
スを想定している。この点を重視すれば、電子
ネットワーク上でのビジネスモデルに精通した
民間部門に比重を置く考え方、最後に両者の中
間的性格を持つ組織を設計する考え方がある。
　司法機関との連携を重視する場合、実施機関
を現在の裁判所の完全な下部組織として設計す
るプランがまず考えられる。しかし、裁判所の完
全な下部組織としてしまうと人材確保の面で難

がある。そのため、上述の【制度設計】①のよう
に法律に根拠を持つ機関を新たに設計するケー
スが次に考えられる。本稿提案をネットワーク
上で消費者が自立して行動し、眼前のトラブル
を主体的に解決するための司法支援制度の一種
と考えれば、参考となる組織設置形態としては、
総合法律支援法（平成16年法律第74号）に根拠
を持つ日本司法支援センター（法テラス）10が独
立行政法人として設置されている例がある11。日
本司法支援センターの業務は、情報提供・窓口業
務、民事法律扶助、弁護士過疎対策、国選弁護、
犯罪被害者支援がある。現状では、本稿提案の電
子的自力救済制度の実施は業務として想定され
ていない。しかし、組織設置形態やセンターの業
務を実際に遂行する人材の確保策としてスタッ
フ弁護士制度12を導入する等、本稿提案の実施主
体の人材確保形態を策定する上で参考となる13。
　第２の民間部門に比重を置くアプローチの例
としては、電子商取引一般に発生するトラブル
に関する相談を扱うECOM ADRが2004年11月
からの１年間に2328件の相談を受付ける等実績
を挙げた例がある14。【制度設計】⑧に示した電
子的自力救済の実施状況に関するレフリー役と
しての役割を果たす上で技術面をも含めた正確
な判定を行うことができる人材の確保について
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は、前者よりも有利であると思われる。一方、中
立性の観点からは事業者との距離のバランスの
取り方が問題となろう。
　本稿の【制度設計】①では組織設置形態として
上記司法支援センター型の公的性格を持つ組織
を想定したが、組織の機動性を重視すれば以上
を総合したNPO 型の中間的組織を設けるアプ
ローチも考えられる。いずれのアプローチを採
用するにしても法学、技術双方のバックボーン
を持つ人材をバランス良く確保し、特定の産業、
組織や人物の利益のみを保護することなく、公
正な判断による手続的正義が確保されなければ
ならない15。

２.３　電子的自力救済型個人データ保護
制度で期待される効果

　本稿で提案した電子的自力救済型個人データ
保護制度の効果として以下の諸点を挙げる。

【データ主体側にもたらされる効果】
①　司法手続等オフラインの救済手段を利用し
ている間の流出データの拡散による2次侵
害発生リスクの低減

②　個人データ流出時の事後救済プログラムの
拡充による選択肢の拡大

③　個人データ流通管理専門機関の設置による
相談窓口の増加

【事業者側にもたらされる効果】
①　個人データ流出時のデータ主体側の2次被害

発生リスクの低下による事業者側の経済的、
信用的損失と法的リスクの低減

②　データ流通管理の専門機関の設置による事
業者の事後対応の効率化

③　電子的自力救済による流出データ破壊に伴
う保有個人データの資産価値の維持

④　分散処理や間接取得等の既存のデータ処理
方法の維持

【その他の効果】
①　個人データ流通管理機関のADR機能による

個人データ流出関連訴訟提起数減少と裁判
資源効率化

②　個人データ税と個人データ保護減税の導入
による再分配効果による個人データ保護対
策への取組みに対する事業者間の不公平感
縮小（事業者に対して税方式による費用負
担方式を採用した場合）

③　専門機関設置による個人データ流通管理の
専門知識を持った人材の育成促進

　以上のように個人データ流出によるデータ主
体側の被害拡散リスクが低減することは事業者
側が被る各種リスクの縮小にもつながる。以下
では、本稿の目的である本制度の導入によって
必要となる費用の負担方法のあり方について、
検討する。

３．電子的自力救済型個人データ保護制度
の費用負担に関する制度設計

３.１　総論

　上記の提案の実現には２.２の【制度設計】⑧
で示した補償金の原資と機関の運営費用が必要
である。以下の議論は、上記【制度設計】①の機
関設置形態に拘泥するものではない。
　電子的自力救済は自律的なコンピュータ・プ
ログラムによって自動的に実行される。本制度
の参加者像として情報処理技術に決して明るく
ないデータ主体の参加を想定している。そこで
プログラムの誤作動等により誤った内容の電子
的自力救済が実行された場合、いつ、どのような
内容の誤作動が発生し、どれだけの被害が発生
するのか、データ主体に対して予測可能性を期
待することは酷である。故に本制度の参加者で
あるデータ主体に対して、プログラムの誤作動
により、誤った内容の電子的自力救済の発動に
より正当な権限を有する個人データ取扱者が被
害を受け、司法手続により救済を求める場合、以
下の限界がある。第一にプログラムの誤作動原
因の分析・特定だけでも、大量の個人データが分
散利用されている現在では時間がかかる。また
不正な電子的自力救済の誤発動に関する救済事
件のすべてが従来型の司法手続によってなされ
ると裁判資源の浪費を招くことから、第一次的
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16  Ethan Katsh and Janet Rifkin, Online Dispute Resolution: Resolving Conflicts in Cyberspace, JOSSEY-BASS, 2001, pp.23-24
17  私的録画補償金管理協会　http://www.sarvh.or.jp/ （2006.８ .20確認）私的録音補償金管理協会http://www.sarah.or.jp/ （2006.８ .20
確認）

18  北野弘久『税法学原論』p.362
19  牛嶋　正『租税原理』p.４
20  北野，前掲（注18）著，p.35
21  牛嶋，前掲（注19）著p.７

な救済プログラムとしては補償金制度に拠った
方が、より効率的な権利者保護をはかることが
可能である点から導入を提言する。
　本補償金の原資については、機関運営資金を
含めて制度参加者からを徴収する。一般的にオ
ンライン上のADRのような新たな形態のサービ
スでは、マーケットが当該サービスの価値を決
定するのにいくらかの時間を要し、マーケット
における価値が高いと判断されれば、マーケッ
ト自体がADRサービスに経済的援助を行う。一
方でサービスの利用者側も当該紛争の項目の価
値が高く、手続が複雑でなければ、制度のユー
ザーはコストが比較的安価であると判断して、
当該サービスに費用を支払う価値を見出す16。つ
まり、ADRサービスの利用した場合の結果を予
想して、参加を決定することになる。本研究で構
想する電子的自力救済型個人データ保護制度も
その自由意志で任意に制度に参加する者からの
み費用を徴収することももちろん可能である。
しかし、本稿構想における電子的自力救済型個
人データ保護ADRは、電子的自力救済プログラ
ムの誤作動が制度参加者の予見可能性の範囲外
で発生する点につき、この制度参加者の予見可
能性の限界を補うために機関に第一次的な救済
手続を委任する。また、これまで述べてきたよう
に、ネットワーク上への個人データ流出は、もは
や情報通信機器の保有を問わず、国民全員が被
害者・加害者の双方の立場に立つ可能性がある。
この状況に対応するには、自らインターネット
を利用するか否かを問わず、広く本制度を適用
して、現行司法制度のデジタル情報の特性に対
して持つ本質的限界をカバーし、救済の実効性
をより高める必要がある。故に、単にサービスを
利用する度に費用を支払うという都度方式より
も事前に一定の費用を幅広く制度参加者に負担
してもらう方法が適当である。具体的なプラン
として税方式、保険金方式や著作権分野で導入
されている私的録音（録画）補償金17を範とした
補償金方式が、また制度参加者以外の者からの
出資を得る形式として補助金方式や寄付等が考

えられる。

３.２　税形式による財源の徴収

３.２.１　税形式の特徴

　上記の各方式のうち、まず税方式について見
ると、税方式の利点の最たるものはその強制力
であることは論を待たない。税方式を採用した
場合、課税庁には種々の税務調査権が与えられ
ている。課税庁の調査権は大別して、(1)実体税法
上の調査権として納税義務確定のための資料収
集を目的とした調査権（所得税法、法人税法等）、
(2)租税徴収を目的とした滞納処分のための調査
権（国税徴収法）、(3)犯則事件のための調査権（国
税犯則取締法）の３種に分類できる18。また、国
税通則法上の延滞税・利子税・加算税といった附
帯税制度や通告処分制度、さらに税務訴追手続
といった種々の強制力担保制度が存在する。ま
た、税方式では再分配機能が働くため、上記２.
３【その他の効果】の②にあるように個人情報保
護法の重層的な規制や業界の自主規制で捕捉で
きないアウトサイダーが得た個人データ流出関
連の利益を個人データ保護問題に真摯に取り組
む事業者やデータ主体に再分配することが可能
となる。その一方で、税の持つ強制力は納税者の
負担感を呼び起こし、納税者を租税回避行動へ
と導くことがある19。また、制度財源について、
個人データを取得・処理する事業者を納税義務
者とした場合、法人税のようにデータ主体への
転嫁が発生するケースも考えられる20。税方式を
採用する場合には公平性、中立性、簡素といった
租税の３原則について、相互に関連し、これらの
相矛盾する要請の優先順位とバランスを考える
必要がある21。以下、想定される課税パターンと
租税原則との関係について概観する。
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３.２.２　課税ベースと課税方式の検討

　具体的な課税パターンとしては、(1)事業者が実
際に取得、処理する「個人データ量」をベースと
する考え方、(2)データを処理するコンピュータ機
器の全体、あるいは特定パーツをベースとする
考え方、(3)インターネット接続契約、つまりユー
ザーアカウントに対して課税する考え方、(4)人頭
税とするパターン等が考えられる。
　(1)は、事業者側に個人データを利用すること
によって得ることができる利益と負担が予想さ
れるリスクのバランスを取り、より少ない個人
データ量で事業者がその業務を遂行できるよう、
一層の努力を求める趣旨である22。徴収方法とし
ては、事業者から個人データの収集量、つまり収
集した個人データのデータ主体の延べ人数と収
集項目に比例した金額を徴収するプランが考え
られる。収集項目については、住所、氏名、電話
番号のような基本情報に加えて、ネットワーク
上に流出した場合、特にプライバシー侵害に発
展しやすい（データ主体が不快と感じやすい）項
目をランク付けし、例えば年収のような付加的
情報を収集する場合に年収項目の収集には加算
税率を適用するプランも考えられる。個人デー
タの収集サンプル数に加え、収集項目をも加味
した課税を行うことは、各収集項目に対する加
算率を常時見直すことで、その時点での個人
データ流出から派生するプライバシー侵害リス
クを適正に評価できる。また、事業者側により少
ないデータ量で業務を遂行する省個人データ化
を促す。その一方で(1)の方式はデジタル信号の
ビット数を計測して、課税ベースとする取引税
として構想されたビット税23に類似した課税方法

となる。
　(2)については、コンピュータ機器、あるいは
個人データの記録メディアであるストレージデ
バイスを保有している法人、個人が対象となる。
当該機器の購入時に一定の税額を収める。リー
スや所有権留保のように実際の使用者と物件の
所有権者が異なる場合は、所有権者が納税義務
者となるが、実際には当該機器を業務上使用し
ている者への転嫁が発生することが想定される。
　具体的な課税イメージでは、コンピュータ機
器全体を課税ベースとする考え方と個人データ
の記録メディアであるストレージデバイス（コ
ンピュータに内蔵、又は外付けを含む）に着目
し、デバイスの記憶容量に比例して、例えば、
HDD１GBあたり50円を徴収するといった課税
パターンが考えられる。本方式を採用した場合
に得られる年間税収を見る。まず、IDC Japan社
の推計による2005年（１～12月）の国内PC出
荷台数は1461万台24である。また、(社)電子情報
技術産業協会が2006年４月27日に発表した2005
年度（４～３月）の国内コンピュータ出荷台数は
1286万台25である。また、同協会のまとめによる
メインフレーム・ミッドレンジ・ワークステー
ションの 2005 年度の国内出荷台数はメインフ
レームが949台、金額ベースでは193,334百万円
である。次にオープンサーバーは、477,018台、金
額ベースでは 623,475 百万円（内訳としては、
UNIXサーバーが62,735台（322,803百万円）、IA
サーバーが414,283台（300,672百万円）、独自OS
サーバーが3,527台、金額ベースでは34,918百万
円）、そしてワークステーションが151,109台で
金額ベースとして53,020百万円である26。業務用
のワークステーションは導入者の事業形態や導
入時点の業務ニーズにより複雑にカスタマイズ

22  ドイツ法においては、データ節約原則が規定されている。1997年の情報・通信サービス大綱法（IuKDG）中のテレサービスにつ
いての情報保護特別法である「テレサービスデータ保護法（TDDSG）」では、システム上のデータ保護（systemdatenschutz）原則
が規定されている。これは、技術により、収集・利用される個人データが最小限化され、個人に関連づけられることを回避させ
ることをハードウェア、ソフトウェアを通じて、システム上確立されるように要求している（３条４項、４条２項）。このデータ
回避・節約原則は、その後2001年５月に、連邦個人データ保護法改正に反映され、3a条において、データ処理設備のシステム構
成・選択は個人関連データ量を少なく処理するという目標に従わなければならないと定めている。わが国においては、個人情報
保護法案にこうしたデータ節約原則は盛り込まれていない。個人データ税の導入は、このデータ節約原則の発想を、わが国経済
社会で効果的に取り入れるための制度的仕組みでもある。

23  渡辺智之『インターネットと課税システム』（2001）p.22
24  IDC Japan、2006年３月14日発表プレスリリースhttp://www.idcjapan.co.jp/Press/Current/20060314Apr.html（2006.８ .11確認）
25  http://it.jeita.or.jp/statistics/pc/h17_4q/index.html（2006.８ .11確認）なお、本統計の参加企業はアップルコンピュータ、アロシステ
ム、NEC、沖電気工業、シャープ、セイコーエプソン、ソーテック、ソニー、デル（2004年度第二四半期より統計に参加）、東芝、
東芝パソコンシステム、日本ヒューレットパッカード、日立製作所、松下電器産業、富士通、三菱電機インフォメーションテク
ノロジー、レノボ・ジャパンの17社である。

26  http://it.jeita.or.jp/statistics/midws/h17/table1.html（2006.８ .11確認）
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27  私的録画補償金制度では補償金制度の対象となるデジタル方式の録画機器を特定録画機器、記録媒体を著作権法施行令により特
定記録媒体とし、特定録画機器については、カタログ掲載価格の65％を基準としてその１％相当額（上限額1000円）、特定記録
媒体についてはカタログ掲載価格の50％を基準としてその１％を補償金額（消費税別）とする。http://www.sarvh.or.jp/images/
312050101-01.pdf（2006.８ .23確認）
私的録音補償金についても算出方式は同様である。http://www.sarah.or.jp/（2006.８ .23確認）

28  IDC Japan、2006年６月29日発表プレスリリースhttp://www.idcjapan.co.jp/Press/Current/20060629Apr.html（2006.８ .11確認）
29  個人データが流通する電子商取引環境における課税原則には上記の他に効率性、確実性、実効性、柔軟性も加味される。
30  本ボックスの邦語訳として、電子商取引：課税の基本的枠組　租税委員会報告書（仮訳）を参考 http://www.mof.go.jp/jouhou/soken/
kenkyu/ron007a.htm（2006.８ .11確認）

される。故に単に台数をベースとするのがよい
かは検討の余地がある。仮に業務用ワークス
テーションを無視し、PCのみを課税対象とした
場合でも、PC１台につき500円を課せば、約60
～ 80億円の収入が見込まれる27。
　ストレージデバイスの容量に着目した場合、
IDC Japan社の推計による2005年の国内のディス
クストレージシステムの出荷容量は144PB（ペタ
バイト）28であることから、仮に１GB当たり50
円を課税するとすれば、約70億円前後が見込ま
れる。
　(3)(4)のように人に着目して課税を行う場合、
インターネットの利用の有無に関係なく国民全
体に定額の税を課す方式、プロバイダとのイン
ターネット接続サービス提供契約の結果、ユー
ザーにプロバイダから交付されるアカウントに
対して、1アカウントにつき年額100円等の低額
の課税を行う方法、あるいは、一般財源から原資
を支出する考え方がある。『平成18年度版　情報
通信白書』によれば、2005年末時点における国
内のインターネット利用人口は8,529 万人であ
り、その人口普及率は68.9%となっている（図

４）。仮に一人のユーザーが複数のプロバイダと
インターネット接続サービス契約を結んでいる
等の状況を無視して、ユーザー１人が１契約の
みをプロバイダと結んでいると仮定して、1契約
当たり年額100円を課税すれば、85億円が見込ま
れる。

３.２.３　課税原則との関係

　個人データ流通管理機関を媒介とした電子的
自力救済型個人データ保護制度の運営財源を仮
に税方式で徴収することとした場合、中立性、公
平性、簡素性のいわゆる課税原則との関連が問
題となる29。インターネット上の経済活動に対す
る課税システムについて、データ主体と事業者
間で直接個人データが流通することが最も多い
電子商取引環境における課税の一般原則につい
て、OECDが1998年に発表したレポート「電子
商取引：課税の基本的枠組」のボックス２におい
て、下記のようにまとめられている30。

図４・わが国のインターネット利用人口と人口普及率の推移

出所：総務省情報通信政策局『平成17年　通信利用動向調査報告書』p.33
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ボックス２：電子商取引に適用すべき一般原則
中立性
（¡）課税は、電子商取引の諸形態間及び電子商
取引と伝統的取引の間で、中立かつ公平である
べきである。ビジネスの決定は、課税に関する考
慮ではなく経済的な考慮に動機づけられるべき
である。類似の状況下で類似の取引を行う納税
者は、類似の課税を受けるべきである。

効率性
（™）納税者のコンプライアンスコスト及び税当
局の行政運営コストは、でき得る限り最小化す
べきである。

確実性及び簡素性
（£）課税ルールは、明確かつ簡単に理解できる
ものであるべきである。そうすれば、納税者は、
いつ、どこで、どのように課税されるかを含め課
税の結果を取引に先立ち予測することができる。

実効性と公平性
（¢）課税は、正しい時期に正しい税額を生み出
すべきである。脱税及び租税回避の可能性は、そ
の対抗策とそのリスクとの釣り合いを保ちつつ、
最小化されるべきである。

柔軟性
（ｖ）課税制度は、技術及び商業の進展について
いくために十分に柔軟であり、ダイナミックで
ある必要がある。

　中立性原則は上記OECDレポートのパラグラ
フ５において、「電子商取引に関する新しい執行
上または法制上の措置や既存の措置の変更を、
それらの措置が既存の課税原則の適用の助けと
なることを意図し、電子商取引に対して差別的
な税の取扱いを課すことを意図しない限りにお
いては、妨げるものではない」31とされる。電子
商取引環境においてまったく新しい措置の導入
を排除するものではない趣旨である32。また、中

立性については、当初の目的が電子商取引の発
展を目指したものであっても、中立性に影響を
及ぼす内容の優遇措置の導入により、当初の目
的の達成が困難になる場合がある。特定の経済
活動に課税上の優遇を行うことは、優遇枠外の
経済活動の阻害を生み出し、電子商取引のよう
な変化が早く、新たなビジネスモデルが日々生
み出される環境では優遇枠外の経済活動の活力
が失われることになりかねない33。また、優遇措
置の導入はビジネスの方法を歪めるばかりか、
事業者をレント・シーキング活動に導くことに
なりかねない34。
　公平性については、デジタルデバイド問題と
の関係が指摘されるが、電子商取引課税におい
ては、デジタルデバイドは無関係の問題である。
電子商取引課税においては、効率性が重視され
るべきで、そのために公平性より中立性が重視
されるべきであり、所得分配を当初目的として
電子商取引課税を検討するのは不適切であると
される35。
　簡素性については、デジタル環境においては、
その予見可能性を確保する上で、重要な要素と
なるとされる。予見可能性がないと課税上の取
扱について、不確実性が顕著となり、電子商取引
全体の発展に歪みと非効率性をもたらすことに
なるからである36。
　以上を前提として、電子的自力救済型個人
データ保護制度の財源として、税形式を採用す
る場合の上記(1)～(4)のプランについて、課税原
則との関係について概観する。まず、(1)では、事
業者側の税額の計算と課税庁による検証業務が
複雑になる点で税の３原則である簡素性につい
てネックが生じる。また、収集した個人データの
項目によって、ある項目と別の項目で税率に差
を設けることは中立性原則に反しないかが問題
となるばかりか、個人によってプライバシーに
対する価値観が異なる項目を税額計算の対象と
する点についてのコンセンサスの形成が問題と
なる。この方式を導入する場合は、法人の個人
データ処理業務に対してのみ適用することが適

31  本パラグラフの邦訳については、注30参照
32  渡辺、前掲（注23）著，p.33
33  渡辺、前掲（注23）著，p.35
34  渡辺、前掲（注23）著，p.36
35  渡辺、前掲（注23）著，pp.38－ 39
36  渡辺、前掲（注23）著，p.40
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37  ユニバーサル・アクセス税の議論においても同様のISP料金から定率でユニバーサル・アクセス税を徴収し、地方へ補填するプ
ランを現実解として捕らえる見解が存在する。太田昌孝「ユニバーサル・アクセス税」『情報処理学会誌』Vol.41, No.11（2000），
pp.1278-1279

当である。仮に個人に本方式を適用した場合は
個人ユーザーのほぼ誰もが行っていると思われ
るメールの送受信についての評価が問題となり、
憲法上の精神的自由権への抵触が懸念されるか
らである。
　(2)の方式のメリットはその簡素性にある。 (1)
の方式では、上記のように収集されたデータ項
目の評価を税率の面で加味することで多様な個
人データ保護意識に対応することができる反面、
データ項目のプライバシー侵害リスクを税率差
として反映させた場合、その効率性と中立性が
問題となる。本方式ではPC本体に課税するかス
トレージデバイスの容量に比例した課税を行う
かにかかわらず、各機器の導入の際に１度だけ
課税が行われる点と税額の算定が容易に行える
という簡素性の面でメリットが大きい。また、容
量の大きなデバイスを得れば、より多くの個人
データを取得したいという欲求を反映した透明
性の高い制度を設計することができる。しかし、
本方式では出荷されるPCの台数、あるいはスト
レージデバイスの容量が課税ベースとなるため、
プライバシー侵害リスクを的確に税率に反映さ
せる柔軟性の面では逆に課題が残る。

　(3)の方式はプロバイダとのインターネット接
続サービス契約の結果、発行されるアカウント
に課税する方式であり、(2)の方式よりもインター
ネットの利用者をより的確に捕捉した課税を行
うことが可能となる。アカウント、あるいはプロ
バイダとユーザー間で締結されるインターネッ
ト接続サービス提供契約書が課税ベースとなる
ため、効率性と簡素性の面でも有利である。ただ
し、(3)の方式では、プロバイダとインターネット
接続サービス提供契約を締結していないユー
ザー（例えば、学校や職場のPCからのみインター
ネットを利用するユーザー）や、PCや携帯電話
をまったく利用しない、あるいは利用できない
環境にあるユーザーの救済が問題となる37。（4）
のように純粋な人頭税とする案は（3）の問題を
克服できるが、インターネットを全く利用しな
い層には、自らが個人データ流出の被害者・加害
者となりうる状況に対する認識が不足している
現状ではコンセンサス形成の面で課題が残るこ
とになる。平成16年末時点では、50－59歳の世
代の約35%、60歳以上の世代の約75％にはイン
ターネットは普及していない（図５）。これらイ
ンターネットを自ら利用しない者に対する公平

図５・わが国の男女年齢別インターネット利用率

出所：総務省情報通信政策局『平成17年版　通信利用動向調査報告書』p.32



橋 本　 誠 志56

性をどう考えるかが課題となる。

３.３　税方式における制度設計案の総合評価

　以上、電子的自力救済型個人データ保護制度
を運営する財源として、事業者、データ主体の双
方から、国が税方式で徴収し、機関に分配する場
合において、考えうるパターンと課題を課税原
則との関係から整理した。筆者はこれまでの研
究38において、負担のあり方について、(1)案と(3)
案を組み合わせた形態を想定し、事業者は、個人
データの収集量（具体例としては、収集した個人
データのデータ主体の延べ人数）に応じて、デー
タ主体は年あたりの定額制で利用契約を締結し
ているインターネット・サービスプロバイダに
利用料金とともに支払うものとした。データ主
体側にも負担を求めた理由は、Winnyに対する
ウィルス感染による個人データ流出のように、
個人の私有PCに業務用の個人データを保存し、
当該PCにWinnyを導入し、ウィルス感染したた
めに個人データがネットワーク上に流出した事
例が相当数見られることから、不正な電子的自
力救済が実行された場合の事業者への責任を分
担して負担させることで、データ主体側のネッ
トワークの安全確保に対する参加意識を向上さ
せる趣旨である。サイバー社会においては、我々
ユーザーは、個人としての存在が尊重されなけ
ればならないデータ主体であると同時に一歩間
違えば、プライバシー侵害の加害者ともなりう
る。事実、事業者のサーバーから流出したデータ
に数千件ものアクセスがなされるケースは少な
からず発生している。このような状況では、個
人・あるいは特定の一企業レベルでプライバ
シー侵害に対する苦情処理や電子的自力救済の
誤作動に対するリスクを負担39させることも問題
である。全体から薄く広くリスクを負担しても
らい、データ主体間の相互互助により、ネット
ワークの安全を維持してゆくことが必要である。
　上記の各制度設計案の総合評価については、
租税原則との関連、特に簡素性と効率性の側面
を重視すれば、筆者が当初想定した(1)案のビッ
ト税形式に類似した方法よりは(2)案のストレー

ジデバイス税のようなハードに対する課税が有
利となろう。(2)案の方式では税方式以外にも前述
の私的録音録画補償金制度が既にデジタル方式
の録画・録音機器を用いて私的使用を目的とし
て映像を録画し、あるいは音声を録音する者か
ら当該デジタル方式の録画・録音機器の価格に
補償金を含めて徴収する一括納付方式の補償金
制度として定着し、ており、既存制度との整合性
の面でも有利である。
　【制度設計】①のように個人データ流通管理機
関の性格付けを公共性の強いものにした場合に
は、税方式のよる原資調達が必要となる。一方、
旧ECOM ADRのような民間型ADRを想定する
場合は、(1)案のビット税形式の財源確保策より
は、(2)案を私的録音録画補償金型の機器価格転嫁
型の一括収受形式の補償金方式として設計する
ことになる。現在のわが国の司法制度とICTの関
係を考慮した場合、直ちに本稿提案の電子的自
力救済型個人データ保護制度が国家制度として
導入されるには時期尚早の面がある。旧ECOM
ADRのような民間型ADRから出発して、実績と
検証を積み重ねることにより、国家制度に取り
込まれるという制度導入形態を採る場合は、機
器価格転嫁型の一括収受形式の補償金方式によ
る原資調達が現実味を帯びることになろう。
　保険金方式は上記 (1)～(4)案のどれにも対応し
やすい点がメリットであるが、意識啓発の面か
らはインパクトがやや弱い面がある。現状では、
企業を加入対象とした個人情報漏えい賠償責任
保険制度が存在する。

３ .４　司法支援制度としての電子的自力
救済型個人データ保護制度と補助
金方式による財源確保

　前節においては、電子的自力救済型個人デー
タ保護制度の財源制度としては、筆者が当初想
定したビット税形式類似の財源確保策よりは、
機器価格転嫁型の一括収受形式の補償金方式と
して設計するのが現実的であるとの方向性を得
た。ただし、ここで検討しなければならないの
は、(2)案を採用した場合のPCを保有していない

38  橋本、前掲（注１）論文，p.100
39  苦情処理における個人情報取扱事業者の負担について、新美育文「個人情報保護法成立の意義と課題」『法律のひろば』Vol.59, No.9
（2003），pp.22-24
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40  逆に私的録音録画補償金制度では、その問題点として私的録音を行わないユーザーまでもが特定機器購入時に知らない間に補償
金を負担させられている点の不公平性が指摘されている。文化審議会著作権分科会『文化審議会著作権分科会報告書』（2006），p.50

41  総務省情報通信政策局『平成17年　通信利用動向調査報告書』（2006.３）p.1
42  総務省、前掲（注41）報告書，p.18
43  総務省、前掲（注41）報告書，p.18
44  渡辺、前掲（注23）著，p39

個人のデータや(3)案を採用した場合のインター
ネット接続サービス提供契約を締結していない
層の個人データも現在では広くネットワーク上
で処理されるという点への対応である。これら
の層の個人データを電子的自力救済により保護
する場合、これらの層は費用を負担していない
ので、救済の対象とせず、電子的自力救済の誤発
動によって、個人データファイルの実行者が
被った損害の賠償責任を直接負わせるとしてよ
いかという点である。機関の性格付けについて、
公共性を強めれば、一般財源で対応可能である。
問題は個人データ流通管理機関を民間型ADRと
して位置づける場合である。
　電子的自力救済型個人データ保護制度の本来
の制度趣旨は、個人データがネットワーク上に
流出した場合の司法手続による救済のボトル
ネックとなるデジタルデータの流通と現行司法
制度とのタイムラグ縮小による救済の実効化で
ある。そのため、PCを保有していない、あるい
はインターネット接続サービス提供契約を締結
していないことのみを持って電子的自力救済型
個人データ保護制度から排除することは弱者の
切捨てとなり、本末転倒である。故にPCを保有
していない、あるいはインターネット接続サー
ビス提供契約を締結していない層も電子的自力
救済型個人データ保護制度による救済を受けさ
せるべきである。
　仮に電子的自力救済型個人データ保護制度の
財源を私的録音録画補償金制度のように機器に

付随した方式の補償金、あるいは保険金方式で
制度設計する場合、任意登録制度により、補償金
（保険金）を支払った者に誤発動の際の救済制度
を適用することはもちろんであるが、これだけ
ではPCや携帯電話のようなネットワーク機器を
全く利用しない層を救済することができない40。
ただし、携帯電話をも対象に含めれば、その保有
率は89.6％41であり、利用率は71.9%42であり、60
歳以上の世代で10ポイント以上の伸びを示して
いることから、補償金制度の徴収対象を情報通
信機器にまで広げれば、制度参加者の裾野を広
げることができる。
　しかし、図７のように50～70歳代の世代にお
いては、男性を中心に携帯電話の普及が進み、男
女間格差が解消されていない43点を考慮すれば、
制度参加者以外からの出資を得る方法を検討す
る必要はやはりある。これには上述のように寄
付と補助金がある。
　これらのうち、特に補助金形式には、デジタル
デバイド解消のために補助金を投入することに
対して、効率性の観点から否定的な見解が存在
する44。前述のように本稿提案制度の目的はデジ
タルデータの即時性に対して現行司法制度が抱
える限界の縮小による救済の実効化であり、デ
ジタルデバイドの解消自体を目的としていない。
むしろ、司法支援制度の一種であると考えられ
る。法律支援制度のうち、現行法律扶助制度で
は、財団法人法律扶助協会に対し、国から補助金
が支出されている。法律扶助協会は「法律上の扶

図６・携帯電話の利用率の推移

出所：総務省情報通信政策局『平成17年　通信利用動向調査報告書』p.18
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45  (財)法律扶助協会の法律扶助事業は2006年 10月２日より日本司法支援センター「法テラス」に移管された。
46  http://www.jlaa.or.jp/system/index.html（2006.８ .21確認）
47  http://www.jlaa.or.jp/use/index.html（2006.８ .21確認）
48  http://www.jlaa.or.jp/use/index.html （2006.８ .21確認）本基準は生活保護の基準と比べた場合，その1.3倍程度で、国民の世帯収入
の下から20%程度の人をカバーする。ただし、協会の発表によれば、実際に扶助を受けた人の多くは収入がなく、生活保護の受
給者は全体の40％に達する。また、被援助者の６割が女性で占められている。援助を受けた人の職業では、全体の60％が無職と
なっており、給与生活者は16％にとどまっている。

49  http://www.jlaa.or.jp/use/index.html （2006.８ .21確認）
50（財）法律扶助協会平成 17年度民事法律扶助事業勘定・事業の部収支予算書http://www.jlaa.or.jp/outline/economy/h_17/pdf/
h17_yosan.pdf （2006.８ .20確認）

助を要する者の権利を擁護し、もってその正義
を確保する」（寄附行為第５条）ことを目的とし
て設立された財団法人である。法律扶助協会の
法律扶助事業は資力に乏しい人のために裁判に
必要な費用を立替えて、弁護士や司法書士を紹
介する事業である45。本制度の適用により、裁判
援助（代理・書類作成援助）を受けるには、下記
の3要件を要する。本制度は裁判費用の「立替」
である。本制度の適用を受け、援助を受けた人
は、立替金を返還する必要がある。返還は月賦の
定額払いであり、被援助者の経済状況に配慮し
ている46。なお、法律相談に関する援助は無償で
ある47。

　①自分では費用が出せないこと（資力要件）
②事件が勝訴の見込みがないとはいえないこ
と

　③法律扶助の趣旨に適すること

　①については、民事裁判等手続で自己の権利
を実現するための準備及び追行に必要な費用を
支払う資力がない、又はその支払により生活に
著しい支障を生ずるという民事法律扶助法上の
基準に基づき、法律扶助協会で審査基準が設け
られている。具体的には、単身者の場合、月収18

万２千円以下、２人家族で月収25万１千円以下、
３人家族で手取り月収27万２千円以下４人家族
では月収29万９千円以下が扶助の対象となって
いる48。
　③については、「援助を受けることが、報復的
感情を満たすだけや宣伝のためなど、法律上、経
済上以外の目的にむけられている場合や、権利
濫用となる訴訟など、社会正義もしくは法に照
らし援助するのが相当でない場合」には援助不
開始となる49。また、援助の契約や、付された条
件に同意しないときも援助は行われない。本事
業の運営財源として国からの補助金が昭和33年
度から交付されている。補助金の使途は平成５
年度からは国の補助金の一部は裁判前の法律相
談援助（法的助言）にも使えるようになり、平成
12年10月からは、裁判所提出書類を司法書士又
は弁護士に作成してもらう書類作成援助も開始
される等、年々拡大をみている。平成17年度に
おいては、扶助費補助金として3,296,590,000円
が、書類作成援助補助金として123,482,000円が、
法律相談援助補助金が512,878,000円、そして調
査費補助金として41,991,000円が国からの補助
金として支出されている50。

図７・男女年齢階層別の携帯電話利用率

出所：総務省情報通信政策局『平成17年　通信利用動向調査報告書』p.18
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51  司法の民営化については、長谷部由起子「法化社会における司法制度―司法の民営化は可能か」『ジュリスト』No.1317（2006），
pp.139-146

52  訴訟費用保険は対象が第三者の加害行為により被保険者の身体または財産に損害が生じた場合にのみ適用されるため、現状では
普及が進んでいないとされる。高中正彦「司法制度のコストと当事者の費用負担」『ジュリスト』No.1317（2006），pp.152-153

３.５　小括

　本章では、電子的自力救済型個人データ保護
制度とプログラムの誤動作時の第一次的な救済
制度の財源として、税方式、補償金方式、保険金
方式、補助金等について、そのメリットとデメ
リット、及び導入に際しての現状における課題
について検討した。その上で電子的自力救済型
個人データ保護制度の財源制度のあり方として、
筆者が当初想定したビット税形式類似の財源確
保策よりは、情報通信機器への価格転嫁型一括
収受形式の補償金方式として設計するのが現実
的であるとの方向性を得た。また、PCや情報通
信端末を有さない、特に高齢女性層を電子的自
力救済型個人データ保護制度の対象とするため、
電子的自力救済型個人データ保護制度を司法支
援制度として見た場合の財源調達の可能性とし
て、法律扶助制度における補助金に関する状況
を概観した。ネットワーク上への個人データ流
出では、今後、PCや携帯電話のような情報通信
端末を利用しない層の個人データの流出における
救済の実効性が問題となることが予想される。こ
の問題に対応するためには、単一の財源に頼るよ
りも総合的な財源調達システムが必要である。
　上記の議論は現行制度との整合性を重視し、
公共財である現在の司法制度の国家による独占
運営が永続することを前提としている。しかし、
仲裁法改正や裁判外紛争解決手続の利用の促進
に関する法律（ADR促進法）の制定は民間ADR
機関による紛争解決の増加が期待されている証
左でもある。やがて、司法の民営化51ともいえる
状況が確立すれば、保険金制度の採用も視野に
入れることができる。現在では訴訟費用保険制
度（弁護士保険、権利保護保険）が日弁連と損害
保険会社との協定により運営され、弁護士費用
を含む訴訟費用が保険で填補される制度が存在
する52。本保険の対象が民間ADR機関の利用に
も拡大され、国民皆保険制の公的保険とされれ
ば、司法アクセスのコストを国民が等しく負担
する医療保険に近いシステムが構築され、ネッ
トワーク上への個人データ流出に限られない柔

軟な制度運営が可能となろう。

４．おわりに

　本稿では、個人データがネットワーク上に流
出した場合に司法手続による救済の実効化策で
ある電子的自力救済型個人データ保護制度の費
用負担のあり方について検討した。司法制度と
現状のICTの関係を見ると、裁判所への手数料納
付は、電子納付ではなく、印紙制度が依然として
残る。また、インターネットによる裁判所への申
請も期日指定の申立て、期日変更の申立て、調査
の嘱託の申出等一部の手続ができるに限られ、
訴訟自体の申立はできない。取扱庁も札幌地方
裁判所に限られ、実際の利用もほとんどされてい
ないようである。その一方でサイバーコート構想
のように法廷をIT化する研究は進行している。
　重要なことは、今日、ネットワーク上で発生す
る権利侵害は、法廷へのIT技術の導入やオンラ
イン申立制度だけで解決されるものではないこ
とである。被害者が法的インフラにアクセスし
ようとしているその瞬間にも実際の被害は拡大
していくからである。これが現在のサイバー空
間の現実であることを我々は忘れるべきではな
い。今後は、司法制度と情報技術の関係のあり方
自体もその変容を迫られることになることを再
認識する必要がある。

【付記】本研究は電気通信普及財団・研究調査助
成（2006.４～2007.３）による。
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